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1984年世田谷局洞道内通信ケーブル火災事故の社会的影響

1.事故の概要と公的組織の対応の概況

2.調査研究の目的と方法
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要 約

1984年11月16日に発生した世田谷電話局前洞道内での電話通信ケーブル火災によって，

局管内約89，000の一般加入電話や金融機関のオンライン等が5-9日間使用不能となっ

た。本研究は，この事故がもたらした大都市に於ける生活，産業活動の混乱に着目し，不

通区域内の一般家庭と事業所に対して行ったアンケート調査結果の分析と考察である O

第一に，平常時に電話をよく使う人や事業所ほど不安を感じ，また仮設電話を多く利用

する傾向にある O

第二に，仮設電話の利用は，一般家庭よりも事業所に多い。仮設電話をかけた相手は，

一般家庭では兄弟，知人が多く，事業所では仕入先，販売先，個人客が多い。それらの所

在地をみると，事業所では世田谷，目黒区を中心に都心三区，副都心に集中するのに対し

て，一般家庭では区部に集中しつつも，事業所に較べて南関東等広域的に分散する O

第三に，電話が不通になってみると，不安感は高く，いろいろ心配をしているが，約9

日後に開通してみると，結局のところ実際には困らなかった，および少し困った程度の人

が一般家庭では3/4を占める。他方，事業所では，具体的に事業収入の減少によってその

影響を知ることができるが， 3/4で減収しており， 20-30%の減少が多い。とくに電話に

よる注文に依存している業種ではその影響は大きかった。

電話の不通による影響は，一般家庭よりも事業所において大であるが，被災した中小零

細事業所に対する世田谷区斡旋の事業資金融資への申し込みは結局27件に過ぎなかったこ

とが示すように，経営基盤を揺がすほどには至らなかった。

1.事故の概要と公的組織の対応の概況 子堂4-3-4世田谷電話局前洞道内にて，電話

通信ケーブル火災が発生した。出火原因は現在

1 -1.事故の概要 (1985年8月)調査中であり，不明であるが，洞

1984年11月16日幽午前11時47分頃，世田谷区太 道内200mにわたって全ケープ戸ルが焼損し，世田
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谷局引き込み全ケーブル(加入61条，中継39条)

のみならず，周辺4局の中継回線の約60%(4ケー

ブル)を使用不能にした。火災の勢いはつよく，

マンホールからは黒煙が吹き上げ，一時は電話局

一階の試験室にまで火の手が回わったものの 1) 

懸命の消火活動の結果，出火から約17時間後の翌

17日午前4時37分ごろょうやく鎮火した(図 1一
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図1一1 火災現場とケーブル布設の概況

これにより，世田谷局加入電話88.817回線(う

ち重要加入355回線)，公衆電話1.377回線，専用

線・特定通信回線(三菱銀行などの計算センター

を含む)2.756回線，データ通信設備サービス用

回線74回線 (36ユーザー)，電報中継回線等234回

線，および局問中継世田谷局10.000回線，周辺4

局6.100回線が途絶した(表1-1)0 その結果，

約90.000台(市内局番では， 410， 411， 412， 413， 

414， 418， 419， 421， 422， 424， 487， 795)の世

田谷局内の電話は全面不通になるとともに，中継

回線の焼損により周辺局(成城局，砧局，狛江局，

弦巻局)管内の電話も部分的にまたは時間的に不

通になったり，かかりにくくなった。また，世田

谷区内48郵便局，三菱銀行全国230支店，大和銀

行の東京，埼玉，千葉，神奈川の61支庖および北

海道，静岡の各1支庖の計63支庖などを中心にオ

ンラインが停止した(図 1-2)。

このようなケーブルが関与した火災は，過去に

表1一1 被害の概要

項目 設 備 被害状況

中 継条数 43条

ケー ケープル延長 6加
全数焼損

設
ブル 加 入条数 61条

備
ケープル延長 9km 

の 2 F交換室に煙りが充

被 交換機 満したが正常動作を確

害 局内 認、

状
MDF lOV焼損

J児

-壁面コンクリートの

とう道
とう道本体及び付帯設 はく離

備 -ケーブル受金物，照

明等焼占員

加
項 目 故障数 影 響

入 加入電話(重要加入) 88.817 

電 重要

話 (355) 通話不能

等
公衆電話 1.377 

専用線・特定通信回線 2.756 金融機関などを中心

専 (三菱銀行，大禁) 回線 にオンラインカ宮ス

行のセンタを トップした
用
加入電信回線・電報中 234 

線 継回線 回線

等 データ通信設備サーピ 74回線/

ス周回線 36ユーザ

世田谷区 10.000 世田谷局は全面通話
局 不能となるととも

間
周辺4局

に，周辺4局(成城，

中
6.100 砧，狛江，弦巻)も
局間中継線の約6割

継 (23 JL) 古ま焼損したため電話
線 がかかりにくい状態

となった

(文献 2)より)

おいて必ずしもなかったわけではない。とくに，

建物内火災においてケープルが燃えた事例は少な

くなし済生会八幡病院火災 (1973)，ワールド・

トレードセンター火災(米， 1975)，間組ピル爆

発火災 (1975)，ベルギー・ブリュッセル TVラ

ジオセンター火災(1979)，神戸新開会館火災

(1979) ，富国生命ピル EPS火災(1980)，北海

道電力奈井江火力発電所火災 (1981)，名古屋市

地下鉄変電室火災 (1983)，そして，電電公社自

身も，旭川東光局火災 (1975，交換機，ケープル

4条完全焼失で， 14，000加入電話が不通，復旧に

14日聞を要した)を体験している。そして，今回
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受け持ちの17万回線のうち. 10万回線を超える電

話が不通となり，仮復旧に23日間，完全復旧に 6

ヶ月を要したという(表1-2)02)，3)

中林:1984年世田谷局洞道内通信ケーブル火災事故の社会的影響

の事故に最もよく類似しているのが，ニューヨー

ク電話局地下溝火災 (1975) である。地下溝から

の出火がケーブルを伝って局内に延焼し，ついに

は局の庁舎を全焼させてしまった。これにより，
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図1ー2(1) 電話不通区域
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電話不通区域内主要施設図1-2(2) 

類似したケーブル火災による被害と復旧状況の比較

ニューヨークアベニュー電話局火災 旭川東光局火災 世田谷局洞道内火災

発 生 年 月 日 1975年2月27日深夜 1975年4月20日昼 1984年11月16日昼

復 |日 年 月 日 1975年3月21日深夜 1975年5月3日夕刻 1984年11月24日夜

復 |日 日 数 23日 14日 9日

加 入 者 数 104，000加入 19，000加入 89，000加入

被
局引込みケーブル 320条中210条焼失 4条完全焼失 104条完全焼失

害 M D F 完全焼失 完全焼失 微少被害

状 交 換 機 約1/3焼失 完全焼失 被害なし

況
電 力 設 備 地下設備焼失 7階設備被害なし 被害なし 被害なし

(文献 1)より)

表 1-2
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1-2.公的組織の対応の概況

(1) 日本電話電信公社の対応

電電公社(当時，現 NTT) はただちに (12時

30分過ぎ頃)，世田谷電話局，港地区管理部，東

京通信局および本社に各々対策本部を設置し，応

急措置を実施することになる O しかし，火災は17

時間に及んだものであったし，鎮火後も現場検証

等で設備の被害状況の把握は容易ではなかった。

延焼中の午後1時ごろ，最悪の事態(洞道の使用

不能， XB交換機の機能停止， MDF (Main Distri-

buting Frame) ・局内成端ケープルの焼失など)

を想定して， I最低でも 1ヶ月以内には全面復旧
できる(復旧は 1ヶ月後)Jとの予想が公表され，

N
A
斗
o 1km 
L一一一』一一」 • 

• 

A 三軒茶屋

ー0.-h，-.・・J・ 全面不通区域

• 仮設電話設置場所
、、. 
区境、、.

新聞報道された。その後，被害の状況が，交換機，

電力設備が正常に動作すること，洞道がそのまま

使用できること等が判明し，当初の復旧予定は大

幅に短縮されることになった。 1) 

〈仮設電話〉

一方で復旧工事を検討するとともに，電話利用

者への応急措置にとりかかることになる。まず，

一般加入電話に対しては16日夕刻より特設災害用

公衆電話(以下，仮設電話と称す)を設置していっ

た。 16日夕刻までに 6ケ所， 48回線，同日夜半ま

でに120回線に，翌17日中に483回線に増設され，

22日には(以降増設していない)不通区域を中心

に通話しにくくなった周辺地域を含め93地点799

• 
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図1-3 仮設電話の設置場所

台を供用した(図 1-3)。

〈重要加入者〉

また，重要加入者(公共機関，病院，国会議員

など)には周辺局からケーフ?ルを臨時仮設するな

ど，優先的に対応し， 16日夕刻には区役所，国立

小児病院等の臨時回線敷設，同夜には国会議員宅

(15) に電話仮設，翌17日早朝には172回線(約

50%)，午後には285回線(約80%)が回復し， 21 
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日までに190加入， 355回線を優先的に応急復旧し

た(表1-3)。

表1-3 重要加入者の復旧状況

方 法 収容数 主な加入者

ケーブルによる他局収容 174 世田谷区役所，

災害応急復旧用無線電話機 83 世田谷警察署な

自動車電話 27 
どの地方公共機

関や病院など

衛 星 71 

(文献 2)より)

〈専用線〉

金融機関のオンラインなど専用線も優先して復

旧を図った。三菱銀行では，翌17日(土曜日)中

に名古屋以西および首都圏22支庖が復旧， 18日(日)

午後には150庖舗開通， 19日(月)には預金，為替系

228庖舗復旧， 20日ω全庖仮復旧，そして最終的
な全面回復は24日(9日日)であった。(三菱銀

行は，データを不通区域内に立地している東京電

算センターで集中処理するシステムであったた

め，全国の248営業屈に支障を波及させた。回復

までの銀行の対応については，文献9)に詳しい。)

大和銀行では17日中に首都圏20支庖が復旧し，

22日には全面回復している。

郵便貯金では17日中に28局が復旧し， 20白には

48局全部が回復した(表1-4)。

表1-4 専用線の復旧状況

ユーザ 故障回線数 措 置 内
信廿、.

三菱銀行 559 
東京~大阪間，対BANCS回線を早期に回復させ，西日本地区
及びCDを回復させ，各支庖問回線を逐次回復させた

大和銀行 236 
東京~大阪間回線を早期回復させ，西日本を生かし，各支庖を逐

次回復させた

郵便貯金 49 中継ルートの変更により大半の回線を早期に回復させた

〈一般加入者〉

周辺局管内での電話のかかりにくさは，中継線

の焼損によるものであり，中継線の迂回ルートへ

の切り替えや，可搬無線機での中継による応急措

置をはかり， 23日には平常状態に回復した。

焼失したケーブルの仮復旧工事は，まず地上で

のルートの敷設であり，道路専用許可を得た17日

夕刻より 3ルートの敷設に着手し，平行して洞道

内では残骸の撤去後の19日深夜より 2ルートの敷

設に着手した。(図 1ー1)こうして，一般加入

電話および公衆電話は， 20日より回復しはじめ，

最終的な全面復旧は， 24日で，この間最大9日間

にわたって電話が途絶したのである(図 1-4， 

図1-5)。

万台i一一般加入電話(万台)
8 1- ._.-仮設電話(千台)

-一重要加入者(千台)

7トーー公衆電話(千台)
一一伝言とりつぎ件数

(千件)

5ト

J fA 、、.~._ I 
4ト

3 

2 

1 

回復日時

24日全回復

22日全回復

20日金回復

(文献2)より)

千台(件)

H 

3 

2 

1 

以上の応急措置および仮復旧工事に携わった人

員は， 16日から24日までで合計22，800人(東京通

信局管内延べ15，700人，他通信局よりの応援

11月1617 18 19 20 21 22 23 24 25日
図1-4 電話の復旧過程
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_ 20日まで

塵富 22臼
富 23日

Eヨ 24日
(復旧速報等から作成:立岡原図)

図1-5 電話復旧の進展

1，800人，請負延べ5，300人)という。

({云言とりつぎサービスセンター〉

不通区域内から通話区域への送信は仮設電話に

よっても可能であるが，不通区域での受信はでき

ない。そこで，不通区域内にある家庭，事業所へ

の送信(着信)を確保するためにおこなわれたの

が， r伝言とりつぎサービス」であった。 19日(月
曜日)から25日(日曜日)までの 7日間，午前8

時30分より午後10時まで，電話およびファックス

での伝言をとりついだ。その受け付け状況は表1

-5のとおりである。伝言の申し込みは多く，と

くに19日から22日までは3，500件/日を超えた。

延べでは約19，300件に達し，配達のために配備さ

れた車両は延べ，自転車1，176台，タクシー370台，

レンタカー66台，局の所有車18台に及んだ。担当

した職員は延べ3，500人，旧職員も延べ51人加わっ

た。電話番号は知っているが住所不明(総件数の

27%，約5，200件)も多く，電話番号から住所を

捜すなど工夫したが，配送に不慣れなこともあっ

て，配達は必ずしもスムーズとはいかなかった。

表 1-5 伝言とりつぎサービスおよび復旧状況
(文献2)より)

日 19日 20日 21日

f数メ主寸主. 
電 話 3，730 4，535 3，681 

フ 7 ク ス 362 353 224 

計 4，092 4，888 3，905 

復数| 日
加入電話 O 378 462 

公衆電話 O 11 23 

くその他〉

電報は16日から25日まで，夜間の時間外取扱料

(1，000円)を無料としたこともあり，事故直後

から殺到し，翌17日にかけては平常の約6倍の利

用があったという 2)。電話の復旧とともに減り，

23日にはほぼ平常に戻った。

(2) 世田奇区等の対応

〈世田省区を中心とした対応〉

世田谷区を中心としたこの事故への対応を時系

列で整理すると次のようになる O

22日 23日 24日 25日 言十

3，706 1.516 879 33 18，080 

213 26 35 O 1，213 

3，919 1.542 914 33 19.293 

11.836 31，941 88，817 88，817 

80 589 1，377 1，377 
」一一

11月16日幽

11 : 47 この頃，火災発生。電話不通に。

12 : 50 区，パンザ放送(災害無線広報)にて

事故を広報。(大部分の区民は聞き取

れなかった;朝日新聞)

14: 00 以降，向上広報を定期的に実施。

17: 35 区役所に臨時仮設電話7回線設置され

る。

11月17日目

8 : 30 区， r世田谷電話局の事故に伴う緊急
対策本部J(以下「本部」と略称)を
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設置。

9 : 00 区，仮設電話の設置につき区民に広報。

電話不通に伴う問題点の把握と本部へ

の連絡を指示。

午前中 区役所の臨時電話番号をパンザ放送に

て定期的に広報。

11 : 30 第一回「本部」会;職員の待機(午後)， 

問題点と対応策の検討。

午後 区，区役所への電話が札幌からの市外

料金となっていることが判明。電話局

に対応要請。

15: 30 市内料金への切替完了。

11月18日(日) 終日待機。

11月19日(月)

早朝 区，新聞折り込みで臨時広報(区役所

臨時電話番号，区の対応など)0 < 8 : 

30，伝言とりつぎサービス開始:電電

公社〉

16: 30 第二回「本部j会;電電公社に，復旧

努力と状況の広報を申し入れ。対策の

検討。関係機関との連絡網の整備。

11月20日ω
早朝 〈電電公社;緊急連絡電話番号，伝言

とりつぎサービスの実施を新聞折り込

みで広報〉

8 :45 区，広報車による状況PR。

9 : 00 総合相談窓口開設(以降27日まで)0 <電

電公社，水道局，東京ガス;相談窓口

開設〉。

9 : 30 <郵便局;不通区域への普通郵便を速

達扱いに〉

10: 30 区，伝言とりつぎサービスへの協力検

討。

13: 00 区，広報車による巡回広報開始。

11月21日体)

8 : 30 区，伝言とりつぎサービスの応援20名。

(22日も応援)

11月22日(柑

午前 区役所内 ATM (Automatic Teller 

Machine)復旧。

15: 00 支所とのオンライン復旧。

11月23日幽

早朝 〈電電公社;復旧状況，仮設電話設置

場所，緊急電話番号，伝言とりつぎサー

ビスを新聞折り込みにて広報〉

11月24日出

深夜 一般加入電話全面復旧。

11月25日(日)

早朝 区，電話回復を新聞折り込みで広報。

11月27日ω
区， I総合相談窓口」を廃止

11月28日制

区，平常業務に戻る。

〈世田奇消防署〉

洞道出火の119番通報は16日の11: 50頃で， 11

: 52受報，第一出場(14隊)により消火活動に向

かったのであるが，12:25第二出場(計56隊291人)

とし，翌17日午前4: 37にようやく鎮火した。消

火活動の困難さや実情については，文献3)一⑦

に詳しい。以下では，火災現場における措置と並

行して採られた主な措置について略記する。

11月16日幽世田谷消防署長より各課長，出張

所長に以下の通達をおこない，実施した。

(1) 電話通報不能のため，高所見張り 4ケ所

出火24時間後より消防団員，消防署寮生を百

集し， 24時間体制で19日(月)まで。

(2) 警防力増強並びに出場強化

車両，資機材の増強と配備(ポンプ車ホース

40本/所)。

(3) 巡回広報並びに巡回警戒

広報車，ポンプ車にて。同時に，消防団11分

団延べ約1，000名による広報も実施した。

(4) 火災，救急等の通報並びに情報収集手段の確

保

18日;管内のタクシー会社，アマチュア無線

クラブへの協力要請。

(5) 町会，自治会，事業所等への協力依頼

通報，出火防止，初期消火への要領。

なお，電話不通期間中の火災出動は3件，救急

出動は6.4回/日・台で 平常時の平均的出動状

況と変らなかった。火災の 3件とは，車両火災1

件，建物ボヤ l件， 73m2焼失の建物火災で，これ
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は火災発見者が牛乳配達者で，アマチュア無線経

由で119番通報されたものであった。

〈世田谷警察署〉

出火現場における交通整理，警戒等以外に，並

行して行なった主な措置は以下であった。

(1) 通信手段の確保

11月16日

13: 30 警察無線車により警視庁本部との

通信回線確保。

17: 00 弦巻電話局から，

18: 00 衛星中継車からの配線により緊急

電話の確保。

各派出所のは， 19日8所， 20日4所， 21日3

所の順で回復した(表1-6)。

表 1-6 派出所等の電話復旧状況

※発生日時 11月16日11時50分頃

派出所等名
応急復旧日時

11月19日 11月20日 11月21日

軒 茶 屋 18: 03 

太 子 堂 21 : 10 

池 尻 15 : 05 

宿 15 : 30 

下 馬 17 : 05 

下 馬 四 20: 00 

上 馬 15 : 57 

世 田 谷 21 : 00 

若 林 17: 55 

松 ケ 丘 16 : 40 

桜 丘 21 : 20 

桜 木 18 : 05 

署 長 /ι九、 舎 12 : 05 

淡 島 通 14 : 10 

竹下邸警詰 14 : 07 
」ー

(文献 5)より)

なお，同署は世田谷・目黒・渋谷区の自動車

運転免許書の更新業務を担当しているが，警察

無線車により同署と府中(運転免許試験場)と

の聞のオンラインがつながり， 17日出から業務

が再開できた。

(2) 金融機関に対する警戒強化

銀行18，信用金庫 9，信用組合4，郵便局19

の合計50機関を対象に，管内を 8地区に分け，

11月16-19日6地区，同20-26日2地区に対し，

延べ11日間にわたり立寄警戒等実施。(なお，

各金融機関の臨時仮設電話は， 19日に開通し

た。)

(3) 不通地区の重点警戒，パトロール強化

11月16ー26日の間，管内全派出所(駐在所を

含め15所あり，通常は 5所は常駐していない)

に常駐(2名/所)。そのため，非番召集等に

より勤務員を増強した。

同期間中，パトロールの強化として，本部から

の10台を加えた14台のパトカーを出動させて，

常時パトロールした。

(4) 不通地域への広報活動の実施

出火直後より，署の警ら用無線自動車，白バ

イ， ミニパトカー，防犯広報車を出動させ，派

出所強化・諸届・訴出の受理・相談ごとの受理

等に関する広報をおこなった。

(5) 宿直体制の強化

110番通報の不通に伴う各種犯罪の増加を警

戒しての措置として宿直体制を強化した。

なお，この間の警視庁本部および方面本部か

らの応援は， 16-25日の間に，パトカー，白バ

イなど延べ500台 (1，200人)を動員，パトロー

ルや火災現場および復旧現場関連道路の交通規

制や混雑緩和等の措置にあった。その結果，電

話不通期間中には警察への事故に関する問い合

わせの電話等は多かったものの，犯罪，交通事

故の発生(通報)は平常時(事故前後の各5日

間)に較べて， 1/5に激減した(副署長談)。

2.調査研究の目的と方法

2-1.研究の目的

本研究は，こうした電話通信の途絶という「情

報災害Jが情報文化時代を迎えたといわれる今日
の都市社会にどのような影響を及ぽしたのか，ま

た，地震のみならず多様な都市型災害において情

報通信問題やその対策を考える上で，有益な知見
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を与えてくれるのではなかろうか，そしてその前

提としての，電話が途絶したことから逆説的に都

市居住者や一般事業所の電話連絡情報ネットワー

クの実態を明らかにすることができるのではない

か，との視点に立って実施した「世田谷局電話ケー

ブ、ル焼失事故に関する調査一一一般家庭および民

間事業所に対するアンケート調査一一」の結果と

考察である。

なお，この事故は，多方面の注目を集めるとこ

ろとなり，世田谷区13)をはじめ，世田谷消防署4) 

東京大学伊藤研究室11) 電気通信総合研究所10)

未来工学研究所12) 立岡15) 石見16) などにお

いて，各々に，事故の後にアンケート調査を実施

している。それらに較べて，本調査のユニークな

点は，一般家庭と事業所との影響や対応行動を対

比的に検討分折することを目的として調査票を企

画，実施していることである。

2-2.調査の方法

調査対象区域は世田谷電話局管内(不通区域)

で，一般家庭調査は全域を 9地区に区分し， 1984 

年12月21-23日に，調査員により各地区100票の

計900票を訪問配布し，留置自記後郵送回収によ

り， 532票(有効回収率59.L%)を得た。

事業所調査は団地などを除く 55町会，自治会の

会長に協力を依頼し，翌1985年1月31日-2月3

日の期間に，各10票づつの計550票を配布，留置

自記後会長宅に収集，郵送回収し， 228票(有効

回収率41.5%)を得た。

同時に，世田谷区役所関連各課(総務，区民，

商工，防災，社会福祉など)，世田谷警察署，世

田谷消防署などへのヒアリング調査と資料収集を

おこなった。

3.一般家庭と事業所にみる事故の影響と
その比較

3 -1.属性

(1) 一般家庭

一般家庭調査に見る属性は，回答者(主婦また

は世帯主の方)の性別では，男30%，女66%で，

女性が多い。年令別では， 30歳代， 40歳代， 50歳

代， 60歳代以上が，各22%，24%， 22%， 25%と

なり， 10歳代， 20歳代は少ないとはいえるが，と

くに偏りはみられない。

家族数では 4人家族が最も多く34%，次いで

3人 2人各17%，5人以上が25%となり，単身

世帯は 5%と少ない。

世帯主の職業をみると，雇用者43%，管理職

19%，無職他16%，自営業9%，自由業7%など

で，山の手の住宅地としての特徴を端的に表わし

ているといえる。なお，回答者の職業では，主婦

が50%を占めており，次いで雇用者の16%，無職

他の13%となる。

電話の不通が問題となる家庭の状態のーっとし

て， r電話が不通の期間に，家族の中に入院して
いた人がいましたか」に対して， rいたjとする
のは 6%であり，rいなかったjが91%であった(表

表3-1 一般家庭の属性

性 jJlJ 年 齢 職 業(回答者) (世帯主) 家族数

男 30.2% 20 代 3.9% 雇用者 15.8% 43.2% 1 人 5.1% 

女 65.8% 30 代 22.4% 自営業 6.4% 8.8% 2 人 16.9% 

不明 4.0% 40 代 24.2% 自由業 5.8% 6.8% 3 人 17.1% 

50 代 21.8% 管理職 4.3% 19.4% 4 人 33.5% 
入院家族の有無

60 代 13.9% 玉 婦 50.4% 2.8% 人 14.9% 5 

いた 5.9% 70才一 11.1% 学 生 0.8% 0.2% 6人一 10.0% 

いない 90.7% 不明 2.6% 無職他 13.2% 15.8% 不明 2.4% 

不明 3.4% 不 明 3.4% 3.2% 
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業8%，卸売業7%，食堂・喫茶・スナック 5%， 

食品製造業4%，建設工事業3%，の順となる。

従業員規模(家族従業者やパートを含む)では，

2-4人が58%と最も多く，次いで 5-9人24%，

20人以上6%， 10-14人5%である。なお 1人

規模は4%であった。

今回の事故に関連の深い情報機器の保有につい

ては，全般にまだ保有企業は少なかった。最も多

いのが機能付プッシュホンで21%，次いでファク

シミリ 8%，端末機3%，その他4%などで，自

動車電話は 2%にすぎず， r何も保有せず」が71%
であった(表3-2)。

総合都市研究

(2) 事業所

事業所の属性は，回答者である事業所代表者の

年令でみると， 40歳代， 50歳代， 60歳代が，各27%，

37%， 22%で， 30歳代以下は8%にすぎず，一般

家庭の回答者よりも高年齢といえる。

業種では，大分類でみると，小売業45%，飲食

業14%，その他サービス業13%，製造業12%，卸

売業8%などである。業態に着目してみると，そ

の他の小売業22%，食料品小売業21%，サービス

業10%，そば・うどん・すし 9%，その他の製造

12 

3 -1)。

事業所の属性

業 干重 代表者年令 従業員規模 情報器機

建 設 業 3.1% 20 代 0.4% 1 人 4.1% ファクシミリ 7.5% 

製 造 業 12.1% 30 代 7.6% 2-4人 57.9% プッシュホーン 20.6% 

卸 売 業 7.6% 40 代 27.4% 5-9人 24.4% 自動車電話 2.2% 
']廿E 業 44.8% 50 代 36.8% 10-14人 4.5% 端 末 機 3.1% 

飲 食 業 14.3% 60 代 22.4% 15-19人 2.7% そ の 他 3.9% 

運 輸 業 1.3% 70才一 5.4% 20人~ 6.3% な し 70.6% 

不 動 産 業 1.3% 

その他サ}ピス業 13.0% 

そ の 他 2.2% 

表3-2

一般家庭
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20 

3-2.平常時の電話の利用状況

毎日の生活で，あるいは仕事の上で，電話をよ

く利用する人(つまり，電話への依存度が高い人)

ほど，電話が使えないことの影響を強く受けるで

あろうことは容易に想像できる。

アンケートによると，平常時の電話の利用(送

信および受信あわせて)は，一般家庭では 1-4

回/日が42%で最も多く，次いで5-9回/日が

39%であり 9回未満で80%以上に達するのに対

し，事業所では10-19回/日が26%で最も多く，

次いで5-9回/日が21%となるが， 20回以上を

合計すると41%となる。一般家庭との比較でみる

と，図3-1のように，事業所における電話の重

要性(依存度の高さ)は明らかである。

今回の事故は午前11時47分頃で，出火と同時に
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発
生
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その他

電話の不通を認知した時刻図3-2

電話の不通を知った時に「困った」と思った

こと(一般家庭のみ)

不明

図3-3
電話が使えなくなったといえるが，事故を認知し

た時刻をみると，電話をよく利用する事業所のほ

うが早<， 70%が「発生直後」としており，一般

家庭での40%と対照的である(図3-2)。 90% 10 20 30 40 50 60 70 80 。

手守票嗣
」

回

緊急の用事が
できた

とくにない

の用事があったjが54%であるのに対し，事業所

では90%に達する(図 3-4)。

その時の緊急連絡手段としては， r仮設電話J
がともに72，76%と最も多い。一般家庭では次に

「通話区域で公衆電話を」が38%，r直接相手の
所へ出掛けた(相手が来た)Jが29%であるのに

対し，事業所では第2位に「直接相手の所へ出掛

けた(相手が来た)Jの44%，次いで「通話区域

で公衆電話をJの34%となる(図3-5)。

不通期間中における緊急の用事の発生図3-4

3-3.認知直後に「困ったJと思ったこと
調査時点が，事故後5週間および2ヶ月半を経

ているため，やや事実とは異なるとも考えられる

が，一般家庭では， r家族間の連絡J25%が最も
多く， r親や親戚との連絡J22%， r知人や友人と
の連絡J11%， r消防署 (119番)への連絡J10% 
の順となる(図3-3)。

事業所では， r客からの注文や予約(受信)Jが
38%で最も多く，r取引先からの連絡(受信)J27%，
「取引先への連絡(送信)J14%， r仕入れや発注
(送信)J 8 %の順となる。

3-4.緊急の用事の発生とその対応

「不通期間中に電話連絡を必要とする緊急の用

事が発生したか」に対して，一般家庭では「緊急
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仮設電話の利用状況

「親兄弟J50%， r知人友人j43%が多く，次が「そ
の他の親戚Jの18%である。相手の方の所在地を
みると， r世田谷・目黒区内(電話回復期日に差
異があるため不通区域も含む)Jが35%，r都心三

区J17%， r渋谷・新宿区J18%， rその他区部」
30%に対し， r東京近県(神奈川，埼玉，千葉，

茨城)J42%， rその他の圏内J28%である。
他方，事業所が仮設電話で連絡をとった相手は

「仕入れ先Jが最も多く75%，次いで「販売先J
40%， r個人注文客J36%， r銀行や信金J13%の
順となる。その所在地をみると， r世田谷・目黒
区内(不通区域を含む)J 66%， r都心三区J38%， 
「渋谷・新宿区J33%， rその他区部J38%， r東
京近県(4県)J40%， rその他の囲内J10%とな
る(図 3-8)。
親兄弟や知人友人への連絡が多い一般家庭で

は，東京のような人口流動の激しい大都市では親

兄弟や知人友人が特定の地域に偏在することはな

いために，業務連絡中心の事業所よりも広域的な

電話利用ネットワークを形成しているといえる。

逆に，世田谷区内の，調査対象となった事業所(中

小企業)の電話利用ネットワークは，世田谷，目

黒区をはじめとする区部内の仕入れ先や販売先へ

利用した緊急速絡手段

3-5.仮設電話の利用とその相手

不通期間中の仮設電話の利用頻度をみると事業

所での利用頻度が高い。一般家庭では r3 -5回J
が最も多く27%，r 1 -2回J，r 6 -9回J各18%
で， r利用せずJが20%もいるのに対し，事業所
では r20回以上jが26%で最も多く，次いで rlO

-14回J19%， r3-5回J17%となり， r使用せ
ずjは7%にすぎない(図3-6)。

当然ながら，ともに平常時に電話をよく利用す

る人ほど仮設電話も多く利用する傾向にある。平

常時の電話利用と仮設電話の利用回数との関係を

みたのが図3一7(1)， (2)である。一般家庭では仮

設電話を10回以上利用した人は，平常時に平均20

回/日以上電話を使う人の2/3ほどに達するので

ある。また，事業所でも平常時20回/日以上の電

話利用者の半数以上は， 20回以上仮設電話を使っ

ているである。

仮設電話で連絡をとった相手は， 一般家庭では

友
人
等
の
電
話
を
借
り
た

手
紙
や
葉
書
の
速
達

直
接
出
か
け
た
(
て
き
た

街
頭
の
仮
設
電
話

通
話
区
域
で
公
衆
電
話

図3-5
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図3-7 (1)平常時の電話利用別にみた仮設電話の利用

状況(一般家庭)

(平常時)
ほとんど
使わない

10-14回/

15-19回/

20回/日
以上

70回/日

図3ー7(2)平常時の電話利用別にみた仮設電話の利用
状況(事業所)
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の電話連絡が多いため，一般家庭に較べて相対的

に狭い地域範囲に高密度で形成されていることが

わかる。

一般家庭の20%，事業所の7%で「仮設電話を

利用しなかった」としているのであるが，その理

由としては，両者とも1/2の方が「それほどの用

事がなかった」を挙げている。一般家庭では次い

で「混んでいて時間がかかるJ20%， I遠くて不便」
12%であり， I体が不自由で行けない」との指摘
もわずかながらあり，注目される。また，事業所

では， Iお庖を離れられない」が14%ほどある(図
3 -9)。

仮設電話をかけた相手の所在地図3-8
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図3-9 仮設電話を利用しなかった理由

3-6.不通期間中の非常通信手段とその相手

〈送信手段〉

送信のために採用した通信手段では一般家庭お

よび事業所とも「仮設電話jが最も多く，各々72%，

84%である(図3-10)。

それ以外の通信手段では一般家庭および事業所

とも「仮設電話Jが最も多く，各々72%，84%で
ある(図3-10)。

それ以外の通信手段では，一般家庭では「外出

時に公衆電話で」が32%，r手紙や葉書(不通期
間中は速達扱いであった)jが28%，r直接出向い
たJが22%，r勤め先から電話したJが20%の順
に対し，事業所では「直接出向いたJが54%，r外
出時に公衆電話でJが28%，r手紙や葉書」が19%
の順である。

一般家庭よりも事業所のほうが送信のために採

用じた非常手段の種類は多く，平均すると一般家

庭の1.94手段に対し事業所では2.37手段である。

しかも，仮設電話の利用からみると先述したよう

に，相対的に近いところに業務上の相手が所在し

ているのだが，時間的には急ぐ用事の多い事業所

では，いろいろな手段を工夫しつつも， r直接出
向いた」が54%を占めていることが注目される。

〈受信手段〉

受信手段としては，一般家庭では最も多いのが

t
事

業

所

「
ム
-
一
般
家
庭

i 話E向 i五重量i霊fZ童めゃなと ツ他な
て書葉ど 霞話 ト ど
い公でり ベ勤

た衆喜 電話 3手 ル 先めい

l で
ピ
ス
L 

図3ー10 不通期間中の送信手段

f手紙や葉書」の32%，次いで「電電公社の伝言
サービスj，r勤め先で電話を受けたj，r直接，相
手が来た」の各17%と続くのに対し， r特別なこ
とはなかった」は33%と多いのである。

事業所での受信手段としては， r直接，相手が
来たJが52%で最も多く，つづいて「電電公社の
伝言サービスj，r手紙や葉書Jの各33%，r電報j
24%などで， r特別なことはなかったJは11%と
少ない。

受信は送信よりも個人的な対策を構じることが

困難であるといえる。そのことは， rなにもして
いない」が送信よりも受信に多いこと，そして一

般家庭よりも事業所において受信のための工夫が

多いことに端的に示されている。一般家庭の採用

受信手段は平均で1.06手段にすぎないのに対し，

事業所のそれは1.75手段である(図3-11)。

なお，以上の結果から付言すれば，電電公社に

よる応急措置としての「仮設電話j，r伝言とりつ
ぎサービス」は，今回のような非常事態における

送信手段，受信手段として的確な対応であり，有

効であったといえよう。
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〈送信および受信の相手の所在地〉

送信および受信の相手の所在地は仮設電話と同

じパターンである。送信においては，仮設電話の

利用の占める比率が大きいのであるから当然であ

る。受信においては，送信よりも総件数が少ない

のであるが，送信と受信とで「相互連絡Jとなる
のであるから，これも同じパターンとなって当然

といえよう。(図3-12，図3-13) 
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不通期間中の受信手段

3-7.不通期間中に感じた不便や不安

「送信および受信のいずれに対して，より不便

だと感じましたかJに対しては，一般家庭，事業
所ともに同じ傾向で， i送信，受信ともに不便J
が各々38%，49%と最も多く，次いで i(送信よ
りも)受信のほうが不便Jが各々27%，29%であ
り，i (受信よりも)送信のほうが不便jは各々17%，
18%となる。いずれも，強いて比較すれば「受信」

のほうが「送信」よりも不便ということであり，

さらに，わずかの差ではあるが，一般家庭よりも

事業所のほうが「不便J感が強い。そのことは，
一般家庭においては fそれほど不便でないJが
9 %， i(かえって)静かでよかった」が8%もあっ

たのに対し，事業所ではなかったことからもうか

がえよう(図3-14)。

図3-11
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不通期間中の不安感
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業務上の連絡がF不可欠な相手

因であったことが，現実に起こったかをみると，

「起こった」は 9%であり，全体としては，心配

や不安はあったが，幸運にも大過なく電話が回復

したといえよう。

(三つまで回答)

10 

図3ー15

。

とくにない

支庖や営業所

消防・警察署や区
役所
従業員や販売員

銀行や信用金庫

本店や本部

仕入れ先

注文客(個人)

販売先
(得意先の会社)

組合や同業者

図3-16

「不通期間中の，電話が使えないことによる不

安感」では，一般家庭よりも事業所において，相

対的に不安感が高かったといえる。一般家庭では

「かなり不安Jが16%，rすこし不安」が54%で
あるのに対し，事業所では「かなり不安」が37%，

「すこし不安Jが35%なのである(図3ー15)。
その原因を， r業務上，最も連絡をとりあう必
要のあった相手(三つ以内で回答)Jとの連絡の

困難さとみなせば，事業所では「仕入先J76%， 
「個人の注文客J64%， r販売先J50%とこの三
者に集中する(図 3-16)。

これらの「重要な連絡先」の所在地をみると，

結局先述のように，これらは仮設電話やその他の

手段で連絡をとろうと努力した相手であり，従っ

て先の仮設電話の相手の所在地の分布と同じパ

ターンとなる(図3-17)。

一般家庭では， r心配や不安のおもな原因(複
数回答)Jとして，まず第ーに「親や親戚との連絡」

の47%，次に「消防署との連絡Jの27%，r勤め
先との連絡」の23%，r知人友人との連絡」の22%
などで， 119番への通報の不安が相対なに高いこ

とは注目されよう(図3-18)。

一般家庭について，そうした心配事や不安の原



のは，一般家庭では12%，事業所では19%である。

「その時どうしたかJをみると，事故の翌日の
17日出には一部の支庖のオンラインが回復し，日

曜日を挟んで， 19日(月)には BANCS(都市銀行

キャッシュサ}ピス)による他銀行で現金支払い

ができたこともあって，一般家庭では r(通話区

域を含む)他の銀行で準備したJ66%， r他の郵
便局へ行ったJ15%， r親ゃ親戚に借りたJ7 % 
などの対応が可能であった。

他方，事業所では「通話区域の取引先の銀行な

どでJ41 %， r通話区域の取引以外の銀行などでJ
28%， r親や親戚に借りたJr取引先の銀行や信金
は無事Jrその他J各々 8%などの対応が可能で
あったが， r支払いを待ってもらったJが21%も
あったことは注目されよう。

しかしながら，このアンケートにみる限りにお

いては，銀行に関連した資金面での決定的なダ

メ}ジは，一般家庭においても事業所においても

少なかったといえよう(表3-3)。
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緊急に金銭が入用になったか表3-3
親や親戚との連絡

所業事一般家庭
消防署との連絡

18.8% 11.7% たつな勤め先(主人)との連絡

81.3% 

3-9.不通期間中の工夫

一般家庭において，電話の不通に対応して，情

報連絡に関して地域で何らかの工夫をした例はす

くない。

「電話が不通のため，隣近所で連絡や情報入手

の仕方について話し合ったり，何らかの方法を工

夫されましたか」の聞に対して，r近所と話し合っ
たが結局何もしなかった」が11%，r話し合いも
しなかった」が78%である。町会等の役員などの

方が，わずかに「火の用心や防犯の見回りJ3 %， 
「回覧板を特別に回わしたJ3 %などをしたにす
ぎない(表3-4)。

他方，事業所では，業務上の必要性の高さから，

さまざまな工夫をしている。「とくに変わったこ

とはしてないJの37%に対し， r注文取り」が36%，

88.3% ならなかった

一般家庭で、の不安や心配の原因

3-8.銀行の利用

主な銀行や郵便局のオンラインが停止したので

あるが， r不通期間中に急にお金が入用になったj

友人・知人との連絡

具体的な理由はないが
とても不安

警察との連絡

お底に注文できない

その他

とくに心配や不安はない

病院との連絡

仕事上の連絡

図3-18
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表3-4 一般家庭における情報連絡の工夫

話合いも何もない 78.4% 

話合いはしたが何もしなかった 10.8% 

隣近所での情報交換 2.1% 

自動車で連れていってあげたり， も
らったりした。

火の用心ゃ防犯の見回り

回覧板を特別に回した

1.1% 

3.0% 

3.2% 

「仕入れを減らした」が12%，1従業員に連絡係
りを任命J1営業時間の短縮j各11%などである。
「他の場所で仮営業をした」は 6%であり，数字

としては大きくないが 9日間の不通(事故当初

の電電公社の発表では 1ヶ月，次いで月内(2週

間)，そして実際には 9日間で回復という状況で

はあった)に対しては決して小さな数字とはいえ

ない。さらに， 1臨時休業した」が 3%もあるこ
とを考えると，この事故が一般家庭よりも事業所

に及ぼした影響の大きさをうかがい知ることがで

きょう(図 3-19) 0 

3 -10.実際に困った事と不通期間の評価

結果的には，大部分の方が9日間の電話不通期

間を過ごしたのであるが，その聞の不安，不便感，

そして実際の困窮度などに応じて，この 9日聞が

「長かったか，短かったか」の評価がなされると

考えられる。

後述するように，事業所の3/4が，この電話の

不通によって，事業収入の減少をきたしているの

である。

他方，一般家庭では，結局のところ「具体的に

困ったことjをみると， <最も困ったこと〉とし

ては， 1家族聞の連絡J32%， 1親族聞の連絡(受
信)J 21 %， 1親族聞の連絡(送信)J 20%， 1仕事
の連絡(受信)J18%の順となる。(次に困ったこ

と)を合計してみると，第一が「親族問(受信)J

52%， 1家族間J48%，そして「親族聞の連絡(送
信)J 39%， 1知人友人(受信)J36%， 1知人友人
(送信)J 29%， 1仕事の連絡(送信)Jおよび「仕
事の連絡(受信)J各25%，の順となり，病院，

銀行，消防署，警察署，学校，区役所などに関し

ては，結局，特殊な状況下(例えば，病人がいる

。 10 20 30 40% とか，現金支払い期日など)にあった家庭を除く
とくに何もせず

注文をとりに回
った

仕入れを減した

社員に連絡系を
任命

営業時間の短縮

他で仮営業した

臨時休業した
「

図3-19 事業所における業務上の工夫

なお，電気通信総合研究所 (1984) によると，

当初 1か月後に復旧との公表時には25%の事業所

が「仮事務所を設置」を考えたが，その後 12週
間以内での復旧jが発表された後もなお20%の事

業所が仮事務所を考えていたということである。

しかし，結果的に仮事業所を設置したのは，規模

の大きな事業所の一部(本調査では 6%)であっ

たということであろう。

と，具体的にはほとんど何も困らなかったといえ

表3-5 具体的に困ったこと(一般家庭)

最困ったも 次困 にった 計

家族聞の連絡 32.3% 15.6% 47.9% 

親族問の連絡(受信) 21.0% 30.7% 51.7% 

同 上 (送信) 19.6% 19.6% 39.2% 

仕事の連絡(受信) 18.3% 6.4% 24.7% 

知人・友人の連絡(受信) 15.6% 19.6% 35.6% 

同 上 (送信) 14.2% 14.7% 28.9% 

仕事の連絡(送信) 13.5% 12.0% 25.5% 

病院への連絡 5.2% 2.8% 8.0% 

銀行が使えなかった 4.4% 2.5% 6.9% 

消防署への連絡 2.3% 1.5% 3.8% 

警察署への連絡 2.1% 1.5% 3.6% 

学校への連絡 1.3% 4.0% 5.3% 

区役所への連絡 0.6% 0.6% 1.2% 

そ の 他 1.9% 0.9% 2.8% 
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ょう(表3-5)。
従って，不便感，不安感も相対的に高く，減収

というかたちで具体的にも固まった事業所のほう

が，一般家庭よりも相対的に「不通期間は長かっ

たJとしている。つまり，一般家庭と事業所とを
較べると， r短かったJが各々16%，9 %， rすこ
し長かったjが各々46%，27%に対し， rかなり
長かったJは各々26%，36%， r非常に長かったJ
では各々 8%， 28%なのである(図 3-20)。

。ーー一一般家庭

% 
。・・・・ 事業所

50 

30 

O 

短 す 地、
非常治、 」、， な

つ し り
た 長 長 長
か 地、 地、
つ つ つ

fこ た た

図3-20 不通期間の評価(焦燥感)

不通期間が「長い」と感じる人(事業所)ほど

電話への依存度の高い人(事業所)である。一般

家庭と事業所での平常時の電話の利用頻度別に不

通期間の評価をみたのが図3-21，図3-22であ

る。平常時に電話をよく利用する人(事業所)ほ

ど「より長く」感じていることが明白である。

ほとんど
使わず

1-4回/日

5-9回/日

10-14回/日

15-19回/日

20回/日以上
略面白

図3ー21 平常時の電話利用別にみた不通期間の評価
(一般家庭)

010 20 30 40 50 60 70 80 90 100% 

ほとんど使わ・
ない

1-4回/日

5-9回/日

10-19回/日

20-29回/日

30回/日以上

図3ー22 平常時の電話利用別にみた不通期間の評価
(事業所)

3 -11.電話の復旧方法
復旧の仕方については一般家庭と事業所とに違

いはなく「何日かかっても元の番号でないと意味

がない」が各々42%，47%， r (平均して 1ヶ月
ほど)以上も不通なら番号が変わってもしかたが

ない」が，各々22%，21 %， r番号が変わっても
出来るだけ早く電話をjは各々29%，32%である。

つまり 3人(3事業所)に 1人(1事業所)は

「何でもよいから早く電話を復旧すべきだjとし

ているのである(図3-23)。

詳しくは後述するが電話利用において，送信重
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視型は「番号が変わっても早く」を， 1受信重視
型は「遅くとも元の番号で」を選好していると考

えられるのである。

番号が変ってでもできる
だけ早〈

何日かかでも元の番号で

(30-50日以上なら)番号
変っても

事業所回

o 10 20 30 40 50 % 
図3-23 電話の復旧方法

3 -12.事業収入への影響

不通期間中，電話が使えなかったことが事業所

に与えた影響は，事業収入への影響に最終的に反

映されていると考えることができる。「不通の期

間中，仕事の量や売り上げは，普段の何%くらい

減少しましたかjに対して， 1普段と変わらず」

が26%，1増えた」が1%に立すして， li成収，したJ

平常時の電話利用頻度との関係でみると， 1変
わらない，増えたjとする事業所は，電話を「ほ

とんど使わない」ゃ 11-4回/日j程度の事業

所に多く，逆に大幅に収入が減少した事業所は，

電話の利用頻度に比例して増え， 20回/日以上の

事業所ではとくに減収の程度が激しい傾向にあ

る。(図-25)。

010 20 30 40 50 60 70 80 90 100% 

平常ほとんど脚四7/.///T//h…，ー'一四一一一'，///7//;明司
使わない

のは約70%強である。その程度をみると，110%減J 50回/日
18%， 120-30%減J34%， 140-50%減J12%， 
160%以上減J7 %で， 20-30%の減収が最も多 国3ー25 平常時の電話利用別にみた事業収入への影響

いのである(図3ー24)。

80%以上減

60-70%減

40-50%滅

20-30%減

10%ほど滅

普段と変らず

かえって
仕事が増えた

その他

O 10 20 

図3-24 事業収入への影響

30% 
また，業種別にみると，個人客からの注文(出

前ゃ予約)が重要な飲食業に影響が大きし 160%

以上滅Jの過半をしめる反面， 1増えた」とする
飲食業(復旧工事現場の近くの弁当屋や食堂なめ

もある。同様にパンや飲料水などを扱う小売業に

も，復旧工事との関連で「増えた」庖もある。「変

わらないJ，110%ほどの滅」が多いのは小売業で，
飲食業と対照的である(図3-26)。

この「収入jに反映した事業所への影響別に，

クロス分折したものの中からいくつかの項目をま

とめたのが，表3-6である。これによると， 1大
きく影響を受けた(大幅に減収した)事業所」は，

fお客からの受信(注文)に最も困ったJとして
おり，相対的には「活用した送信，受信手段は多

いjが， 1収入が増えた，変わらずJゃ 110%減，
20-30%減」の事業所よりはやや少なかったりし
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製造業

卸売業

小売業

サービ
ス業

飲食業

その他

010 20 30 40 50 60 70 80 90 100% 

図3ー26 業種別にみた事業収入への影響

ている。また，不通期間中の営業形態では， r連
絡係りを設けて，注文取りに回わったjりしてい

O 

すぐに元に戻つえ

数日後に元に

一週間以上だめ

2ヶ月以上もだめ

以前より増加した

その他

図3-27 電話復旧後の事業回復状況

表3-6 事業収入への影響によるクロス分析

頻

利用たし信段送手 利用たし段受信手図ったと思ったこと

度

増えた 1.3 
お客からの受信 66.7 

3.67 3.00 
本庖からの受信 33.3 

変らない 23.7 
取引先から受信 37.0 

1.96 1. 73 
取引先へ送信 18.5

10% 16.7 
お客からの受信 34.2 

2.38 1. 79 
取引先の受信 28.9

不
20-30% 31.6 

お客からの受信 48.6 
2.68 2.09 通 取引先の受信 26.4

時
の
40-50% 11.0 

お客からの受信 52.0 
収 取引先の受信 16.0

2.71 1.83 

入

滅 60-70% 3.1 
お客からの受信 85.7 

2.43 1.67 
取引先の受信 14.3

80%以上 3.5 
お客からの受信 62.5 

2.13 2.00 
取引先の受信 12.5

単 位 % % 件/所 件/所

るものの， r仕入れを減らしたり，操業を短縮し
ている(せざるを得なかった)Jことがわかる。

以上の直接的影響に対して，間接的影響ともい

える電話の復旧後の事業回復については， rすぐ
に元に戻った」は36%，r数日後に元に戻った」

重要な連絡先
営業形態を変えたか

不 注文 仕入を 他で
(相手)

変 とり 減す
連絡係 短縮

仮営業

注文客・支庖 33.3 66.7 。33.3 。33.3 

仕入先・販売先・客 77.8 11.1 。7.4 。3.7 

仕入先・客・販売先 44.7 31.6 2.6 7.9 10.5 5.3 

仕入先・客・販売先 23.6 52.8 19.4 9.7 13.9 9.7 

仕入先・客・販売先 8.0 40.0 28.0 16.0 32.0 4.0 

仕入先・客・販売先 14.3 71.4 2泡.6 71.4 14.3 。

客・仕入先・販売先 12.5 50.0 37.5 。12.5 12.5 

% % % % % % 

が46%で，ほとんどの事業所は電話回復とともに

業務も回復してドるが， r一週間以上J15%， r二伝
カ月以上J5 %と長期間にわたって影響を被った
事業所(小売業，飲食業，サービス業)もある。

とくに，予約が取れなかったことなどのために影
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響が長期化した業種もあることが注目される(図

3ー27)。

。10 

困らなかった

すこし闘った 「「
かなり悶った

非常に困った

その他

図3-28 生活上の困窮度

3 -13.家庭生活への影響

一般家庭における電話不通の具体的な影響を，

「結局のところ，どれくらい困ったか」の評価と

してみると，r結局のところ困らなかった」が15%，
「すこし困った」が60%であるのに対して， rか
なり困ったjは10%，r非常に困った」は 5%に
すぎない(図3-28)。

事業所と同様に，当然，普段よく電話を利用す

る人ほど「強く j困まっている(図3-29)。

この「困った」程度別にいくつかの項目のクロ

ほとんど
使わない

1-4回
/日

5-9回

/日

10-14回
/日

15-19回
/日

20回/日
以上

O 10 20 30 40 50 60 70 8ゆ 90100% 

図3-29 平常時の電話利用別にみた生活上の困窮度

ス分折をまとめたのが表3-17である。「非常に，

かなり困った」人は，平常多く電話を利用する人

で，不通期間中も仮設電話をよく利用しており，

また送信，受信のために多くの手段を採用してい

る。さらに，心配事や不安な事が多く，かっそれ

が現実に起こった割合が高い。現金が入用になっ

た人も多く，最も困ったことは仕事先からの受信

であり，電話番号が変わってでも早く電話を回復

すべきだと考えているといえ，相対的に高年齢層

で男性に多いといえる。

表3-7 生活上の困窮度によるクロス分析

仮設話電場所手の

相 親 友 利用段手 利用段手 Zとzf 急に必要 復旧の L方 性別 最も年令
手
の し し -つ おに 最も困ったこと 突出

種
兄 た た てコ

心配た 金な もいの
男 女の

送信
戸信3ζ • た がつ 早な 番号 し

平日 相 類 弟 人 カ吉 た くら た

とくに困ら
54.9 1.26 1.33 37.8 37.8 1.29 0.50 0.95 1.2 3.7 家族連絡 23.2 19.5 14.6 58.5 24.4 74.4 

40 
なかった 70 

すこし困っ
71.6 1.64 1.69 50.8 40.1 1.85 0.90 2.10 6.3 11. 7 同上 33.8 32.2 22.1 40.1 30.9 66.6 30 た

かなり困っ
82.2 2.36 2.36 54.4 54.4 2.42 1.46 2.63 14.4 16.7 

仕事先か
22.2 32.2 43.3 33.3 63.6 50 た らの受4 信晶 30.0 

非常に困っ
82.1 2.93 3.07 53.6 53.6 3.00 2.07 2.82 39.3 25.0 同上 46.4 53.6 10.7 17.9 39.3 57.1 70 た

単 {立 % 
地域
件/人 % % 件/人 件/人 件/人 % % % % % % % % 才代U人
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3 -14.小括

一般家庭と事業所との対比で電話の不通による

情報途絶の影響をみたが，予想されたことではあ

るが事業所においてその影響は大きいものであっ

た。しかしながら，この調査にみる中小企業にお

いては，世田谷区商工課が窓口となって実施した，

この事故に起因した被災事業所(中小企業)に対

する事業資金融資特別取扱いへの申し込みが， 12 

月中の期限以内で27件にすぎなかったことから推

察すると，以上に検討してきたアンケート結果ほ

どには困っていなかったともいえよう。

4.一般家庭における影響の分析

以下においては，一般家庭における「平常時の

電話の利用(どのような人が電話をよく利用する

のか)j， r仮設電話の利用(どのような人が仮設
電話をよく利用したのか)j， r不通期間中の不安
感(強く不安を感じたのはどのような人なのか)j， 

4困/日以下
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「不通期間中の困窮度(現実に困窮する事態に接

したのはどのような人か)j， r不通期間は長かっ
たか(どのような人が長いと感じたのか)j， r電
話の復旧の仕方」について，数量化E類による要

因分析をおこなった。

4 -1.平常時における電話の利用者条件

電話の不通による影響は，一般家庭においても

事業所においても同様に，平常時に電話をよく利

用する人，つまり電話への依存度の高い人(事業

所)ほど強いと考えられる。そこで，平常時に電

話をよく利用する人はどのような人なのかを.r平

常の電話利用が少ない。 (4回/日以下)jか「電

話利用が多い(5回/日以上)jかを外的基準と

して， r回答者の職業j，r家族人員数j，r回答者
年齢j，r世帯主職業j，r回答者の性別j，r入院家
族の有無」を説明変数群とする分析をおこなった

結果が図4-1である。

図の+側が電話利用がおおい，一側が少ないを

5回/日以上

0.5 
& 

1.0 1.5 
A 

図4-1 平常時の電話利用度(一般家庭)
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示している。説明変数は，偏相関係数の大きい順

に並べてある。

これによると，回答者の職業，家族人員数，回

答者年齢および世帯主職業の寄与が比較的大きい

こと治宝わかる。

すなわち，平常時において，一般家庭で電話を

よく利用する人は，本人の職業的には学生，自営

業，自由業，会社員(管理職を含む)で，家族人

員の多いほど，若年層よりも高年齢層ほど，世帯

主職業としては自由業や管理職で，男性よりは女

性ということになる。

逆に，相対的にあまり電話を利用しない人とは，

無職や主婦で， 20， 30齢代の女性で，小人数家族

で，世帯主の職業が会社員や無職の人のいうこと

になる(図4-1)。

4-2.仮設電話の利用者

仮設電話の利用回数により， 1合計4回以下」
を利用の少ない人， 110回以上」を利用の多い人
として，これを外的基準とし， 1平常時の電話利
用j，1不通期間中の緊急用事の有無j，1家族人員
数j.l現実に困った程度(困窮度)j.l回答者年齢j，I 

「世帯主職業j，1回答者性別j，1回答者職業j，1送
信受信の不便さj，1不通期間中の不安感」を説明
変数群として分析した(図4-2)。

図の+側が「あまり使わなかったj，一側が「よ

く使った」を示している。この仮設電話の利用に

ついて，比較的大きく寄与している要因としては，

平常時の電話利用，緊急用事の有無，家族人員数，

現実の困窮度，回答者年齢，世帯主職業などであ

る。

これによると，仮設電話をよく利用した人とは，

平常時に10回/目前後つまり相対的には電話をよ

く利用している人(極めて電話を多く利用する人

の場合は，仮設電話では間に合わないということ

を意味していると推察される:自由記入意見によ

る)で，緊急に連絡を要する用事が生じており，

(従って，その結果)現実に電話に困窮した人で

あり，家族人員数が多く， 40歳以下の若年齢層で，

男性よりは女性，世帯主としては主婦や無職，本

人としては有職者ということになる。

多〈事IJ周(10回以上1>v利用 (4回来構.0) 

図4-2 仮設電話の利用度(一般家庭)

逆に，仮設電話をあまり利用しなかった人とは，

平常時にあまり電話を使わない人で，とくに緊急

の用事も起こらず， (従って結果的に)現実にあ

まり困窮しなかったことになり，単身世帯(日中

は他の通話局区域にいることが多い)など小人数

家族で，若年齢層よりは高年齢層で，世帯主職業

としては自営業，管理職，自由業，女性よりは男

性ということなのであるo

4-3.不安感

不通期間の心理状態としての不安感を， 1不安
や心配はなかった，すこし不安だ、った」と「かな

り，非常に不安だったJに区分して，これを外的
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「平常時の電話利用」として分析した(図4-3)。

単純集計では「不安なしj28%， rすこし不安」
54%， rかなり不安j16%， rとても不安jO.4%
であった。

中林:1984年世田谷局洞道内通信ケーブル火災事故の社会的影響

基準とし，説明変数群を「現実の困窮度j，r不通
期間の評価(長かった)j， r回答者職業j，r囲答
者年齢j，r緊急用事の有無j，r家族人員数j，r世
帯主職業j，r現金引き出しの有無j，r回答者性別j，

すこし不安、なし

1.0 0.5 。
非常に、かなり不安
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電話不通期間中の不安感(一般家庭)図4-3
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分析によると，不安感の強かった人とは，不通

期間は長かったと感じていたわけで，緊急の用事

が発生しており，現実にも(電話不通により)困

窮する事態に直面した人で，相対的に若年齢層で，

家族人員数は少なく，本人の職業としては主婦，

会社員，世帯主の職業としては無職，自営業，管

理職となる。偏相関係数は低いが，女性よりも男

性， しかも平常時の電話利用の多い(電話依存度

の高い)人である。逆に，あまり不安感をいだか

なかった人とは，属性的には，回答者年齢で50，

60歳代， 4， 5人家族で，とくに緊急の用事も発

生せず，平常時もあまり電話に依存せず，本人の

職業的には，管理職，自営業，自由業，世帯主の

職業的には自由業，会社員であるということにな

る。

4-4.不通期間の評価

前節の不安感と同様に，電話不通に対する心理

的評価として， r不通期間(最長で 9日間)はあ
なたにとって長かったか」を問うている。単純集

計では， r非常に長かったj8 %， rかなり長かっ
たj26%， rすこし長かったj46%， r短かった」
16%であり，前節での不安感よりも，この不通期

間の評価にみるほうが「長かった(焦燥感)jが

強く表明されている。

これを， r短い，すこし長い」と「かなり，非
常に長い」に区分し，外的基準として，説明変数

群に「現実の困窮度j，r回答者職業j，r不安感j，
「回答者年齢j，r世帯主職業j，r平常時の電話利
用j，r回答者性別j，r入院家族の有無Jをとって
分析した結果が，図4-4である。

これによると，比較的寄与度の高い要因として

は，困窮度，回答者職業，不安感，回答者年齢，

世帯主職業が挙げられる。

「長かったJと評価している人とは，当然であ
るが不安感が高く，かつ現実の困窮度も高い人で

ある。属性的には，相対的に高年齢層で，本人の

職業としては学生，自由業，管理職，自営業，世

帯主の職業としては会社員，主婦(母子家庭や女

性単身世帯など)となる。なお，わずかではある

が，傾向的には平常時に電話をよく利用する人，

券常に、かなり長かった すこし畏い、短かった

図4-4 焦燥感(不通期聞は長かったか:一般家庭)

男性より女性，家族に入院者がいた人となる。

逆に， r (どちらかというと)短かった」と評価
している人とは，不安感，現実の困窮度も薄く，

属性的には，若年齢層で，本人の職業的には主婦，

世帯主職業としては自由業，自営業，無職，管理

職，そして全体的傾向としては，わずかではある

が女性よりは男性のほうが短かったとしている。

4-5.現実の困窮度

こうした不安感や焦燥感の強さには，上記のよ

うな一般的あるいは平均的な属性とともに，個人

的な性格(不安や，焦燥の感じ易さ)との関連も

示されたわけであるが，それでは 9日間の電話不

通が回復してみてみると，次のように現実の困窮

感は，相対的に少ない不安感と相対的に多い焦燥

感の中間にあるといえよう(図4-5)。つまり，

あまり不安感の強くなかった(ない，少し)人の

中に，現実には何かが起きて強く困窮した人がい

ること，逆に，焦燥感(不通期間は長かった)の

強かった人の中には，結局，現実には何も起こら
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ず，さほど困窮しなかった人がいたということで

ある。

そこで，結局のところ「困らなかった，すこし

困った」と「かなり，非常に困ったjを外的基準

とし，説明変数群には， r不通期間の評価(焦燥
感)j， r不安感j，r仮設電話の利用j，r平常時の
電話利用j，r回答者職業j，r心配事の発生の有無j，
「世帯主職業j，r回答者年齢j，r送信受信の不便
さj，r回答者性別j，r緊急用事の有無」をとり，
分析したのが，図4-6である。

これによると， r現実に困った」人とは，全体
的傾向としては不通期聞が長かったと感じ，かっ

不安を感じていた人で，その結果として仮設電話

をよく利用しており，従って，平常時も電話をよ

く利用する人である。属性的には，本人の職業と

しては学生，主婦，自営業，自由業で，世帯主の

職業としては自由業，自営業であり，若年層より

は高年齢層，女性よりは男性ということになる。

すなわち，中高年の男性で自営業者，自由業者お

よびその主婦という実像が浮び、上がってくる。

逆に，結局「あまり困らなかったJ人とは，属
性的には，本人の職業的には管理職，会社員，無

職で，世帯主の職業としては無職，主婦であり，

29 

非常に、かなり困づた すこし、国らなかった

1.0 
A 

図4-6 困窮度(現実に因ったか:一般家庭)

年齢的には20歳代の若い人で，男性よりは女性と

いうことになる。

結局のところ，一般家庭においても，電話不通

による不安や心配はあったものの，現実に電話不

通に困窮した人は，仕事絡みで電話連絡が必要と

なった人であったことがわかる。

4-6.電話の復旧方法への希望

今回の事故により，電話に対する認識が改まっ

たであろうことは容易に想像できる。今回の事故

では，第一章で概要を述べたように， 11月16日の

火災発生以来，昼夜を分かたぬ復旧工事により(洞

道自体や電話局内がそのまま使えた事もあるが)， 

一般加入電話については事故から 5日目の11月20
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日から復旧し始め，同24日に復旧を終えた。その

過程で，当初に仮復旧した電話に，回線未チェッ

クのまま(電電公社によると誤接続としている。

文献2))回復したために，電話番号が変わって

しまったケースがあった。この方法による復旧を

おこなえば，電話番号は変わるものの，回復自体

は早くなる。一般家庭アンケート対象家庭のうち，

仮復旧で電話番号が変ったという家庭は2.5%で

あった。そこで，この電話の復旧方法に着目し，

「電話番号が変わってもよいから，できるだけ早

く仮復旧すべきだJと「何日かかろうとも，元の
番号でないと意味がないJ.を外的基準として，
説明変数群には「現実の困窮度J.r不通期間の評
価J.r回答者職業J.r送信受信の不便さJ.r回答
者年齢J.r緊急用事の有無J.r世帯主職業J.r平
常時の電話利用J.r回答者性別J.r心配事の発生
の有無Jを取り上げて分析した。
電話復旧方法の決定に寄与している要因として

は，困窮度不通期間の評価，回答者職業，送信受

信の不便さ，回答者年齢などである(図4一7)。

速くなっても元の電話番号で 電話番号が変わヲてでも早〈

1.0 1.5 2.5 
ルー」ー

図4-7 復旧方法の選好(一般家庭)
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「遅くても元の番号で」とする人は，相対的に

困窮度も低く，不通期間を長かったと思わなかっ

た人で，電話不通に対しでもむしろ静かで良かっ

たり，とくに不便も感じなかったり，不便を感じ

ても代替手段が比較的容易な「送信Jへの不便で
あった人たちである。属性的には，本人の職業と

しては自営業，無職，会社員，世帯主の職業とし

ては会社員，管理職で.50歳.60歳代のどちらか

といえば女性ということになる。

逆に.r番号が変わってもなるべく早くJとす
る人は，不通期間中に心配事が発生しており，相

対的に困窮度が高く，不通期間を長かったと感じ

ており，代替手段の困難な「受信，送信ともJに
不便を感じた人たちである。属性的には，本人の

職業としては学生，管理職，主婦，世帯主の職業

としては無職，主婦，自営業，自由業などで，若

年齢者および70歳以上の高齢者で，女性よりは男

性，そして平常時に電話をよく使う人ということ

になる。

4-7.小括
以上の分析から，一般家庭における電話不通の

影響をまとめると次のようになる(表4-1)。

表4-1 一般家庭の受けた影響等の傾向

平常時の電話利用 仮設電話の利用 不安だったか

少 多 少 多 な L 不安

主婦 学生 主婦 学生 学生 会社員

回答者職業 無職 自由業 自由業 管理職 無職

自営業 会社員 自営業

主婦 自由業 自営業 無職 自由業 管理職

世帯主職業 会社員 管理職 管理職 主婦 会社員 自営業

自由業 無職

家族人員 少 多 少 多 多 少

回答者年令 若 老 老 若 老 若

". 性別 男 女 男 女 女 男

平常時電話 少 多 少 多

仮設電話

送受信の不便 な し 送信

現金入用 な し必要

入院家族 無 有

緊急用事 な し あ り な しあ り

不 安 地、 な し不安

長かったか 短い 長い

困ったか な し 困った な し困った

心配事の発生

一

長かったか 現実に困ったか 復旧のし方

短い 長い 困らない 困った 遅も元くにと 早 く

主婦 学生 管理職 学生 無職 学生

自由業 会社員 主婦 会社員 管理職

管理職 自営業 自由業 主婦

自由業 主婦 無職 自 由 会社員 無職

自営業 会社員 主婦 自営 管理職 主婦

無職 自由業

若 老 若 老 老 若

男 女 女 男 女 男

少 多 少 多 少・多 中位

少 多

な し 受信 な し 送受信

いない いた

な L あ り あ り な し

な し 不安 な し 不安

短い 長い 短い 長い

な し 困った な し 困った

な しあ りな しあ り

し，そのなかでも主婦や無職の人よりは有職

者のほうが電話を多く利用している O

① 全体傾向としては，平常時に電話を多く利

用する人とは，多人数家族で，若年齢層より

は高年齢層で，男性より女性である。つまり，

いつも家庭にいる人ということである。しか

②仮設電話を多く利用した人は，平常時の電話

利用の多い人であるが，これは11月下旬の寒
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い中を自宅から出掛けて行かなければ利用で

きないため，若年齢層の人に多くなっている。

しかもそのことと同時に，常時混み合ってい

たため，とくに緊急に電話連絡が必要となっ

た人，つまり一般の主婦よりも有職者の利用

が顕著で、あったといえる。

③ 電話不通に対して不安を強く感じた人より

もやや多くの人が，現実に強く電話に困窮し

たといえるが，それは不通期間がかなりある

いは非常に長かったと感じた人よりは，やや

少ない。

④ 現実に電話に困窮した人は，平常時の電話

利用が多い人で仮設電話の利用も多く，送信

よりは受信に困った高年齢者の男性に多く，

とくに自営業者や自由業者とその主婦であっ

た。

⑤一般家庭での主婦の多くはサラリーマン

(会社員や管理職等)家庭での主婦であるが，

その電話利用は家族問，知人友人，親族との

連絡が多く，相対的には自営業者等の仕事関

連の電話利用よりも困らなかったといえよう

(表4-2)。

表4-2 回答者と世帯主の職業関係

回 答

主婦 会社員 無職 自営業

会社員
142 71 4 1 

(26.7) (13.3) (0.8) (0.2) 

管理職
72 7 

(13.5) (1.3) 

世 無 職
16 2 62 1 

(3.0) (0.4) (11. 7) (0.2) 

帯 11 2 32 
自営業

(2.1) (0.4) (6.0) 
主

自由業
10 2 

の
(1.9) (0.4) 

主 婦
12 1 1 

職 (2.3) (0.2) (0.2) 

業
す月ん」 生

不 明
5 1 

(0.9) (0.2) 

言十
268 84 70 34 

(50.4) (15.8) (13.2) (6.4) 

⑥基本的に，あまり困らなかった入は，遅く

とも元の電話番号で復旧すべきだと考えてい

るのに対し，困った人は電話番号が変わって

もよいからできるだけ早く電話を復旧させる

べきだと考えている。

者 の 職 業

自由業 管理職 学生 不明 計

6 1 1 3 229 

(1.1) (0.2) (0.2) (0.6) (43.0) 

22 2 103 

(4.1) (0.4) (19.4) 

3 84 

(0.6) (15.8) 

1 1 47 

(0.2) (0.2) (8.8) 

22 2 36 

(4.1) (0.4) (6.8) 

1 15 

(0.2) (2.8) 

1 1 

(0.2) (0.2) 

1 9 17 

(0.2) (1.7) (8.8) 

31 23 4 18 532 

(5.8) (4.3) (0.8) (3.4) (100) 

一
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5.事業所における影響の分析

以下では，前章と同じく数量化E類を用いて，

事業所における影響の要因分析をおこなうことに

する。

5 -1.仮設電話の利用

仮設電話は，無料ではあるが，街頭で何台も並

べて利用し，一人一通話づつに利用制限されるこ

多く利用(10回以上〉

-1.5 -1.0 -0.5 

' E 

変 数

孟 11扇相関

製造業 11 I 0.451 
サービス業

小売業

その他

不動産業

卸売業

増加・不変

10%ほど減少

20-30%減少 65 I 0.360 
40-50%減少

60%以上減少

その他

開通後すぐに

数日後 67 I 0.239 
一週間、今も

の他

41 

47 

41 

431 0.238 

23 

18 

21 

2 

45 

19 

3 

36 

7 

4 

10 

と，さらに当然であるが，送信(発信)はできる

が受信(着信)はできないので，事業所の業務用

電話としての利用の便は，一般家庭の電話利用の

便よりも効果は低いといわざるをえない。

しかしながら，仮設電話は事業所においても非

常通信手段として最も多く利用された代替手段で

ある。そこで，仮設電話を「よく使った(不通期

間中に10回以上)Jと「あまり使わなかっだ(同

じく 9回未満)Jに区分して，これを外的基準とし，

あまり利用しない (9回以下〉

。 0.5 1.0 1.5 2.0 
a s 

図5-1 仮設電話の利用度(事業所)
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説明変数群には「事業所の業種j，r不通期間中の
収入減少率j，r開通後の事業回復速度j，r不通期
間の評価(長かったか)j， r平常時の電話利用J，
「送信受信の不便さj，r従業者数」をとり，多変
量解析をおこなった(図5-1)。

仮設電話の利用度に対する説明要因として，比

較的寄与しているのは，業種，収入減少度，事業

回復速度，不通期間評価，平常時の電話利用であ

る。

「仮設電話をよく使ったJ事業所とは，業種で
は卸売業，不動産業，一部の小売業，その他であ

る。不通期間に対しては長かったと(代表者が)

感じており，送信受信とも不便ではあるがとくに

「送信jが不便だったとしている。従業者数では

15-19人規模を中心に，相対的に従業者が多いほ

ど，そして平常時には30回前後/日ほどの電話利

用において，よく利用している。事故の事業所へ

の直接の影響である事業収入の減少については，

逆に増えたり，ほとんど変わらなかった~.， 10% 

ほどの軽微な減収ですんだ事業所である。この点

は因果関係的には，仮設電話をよく利用した(営

業努力をした)から収入への影響が少なかったと

同時に，仮設電話でかなりの程度事業が補える営

業形態の事業所でもあったと考えるべきであろ

う。従って，当然ではあるが，電話開通の数日後

には事業が回復している。

逆に， r仮設電話をあまり利用しなかった」事
業所とは，業種としては建設業，運輸業，飲食業，

製造業などだが，一般家庭と同様に平常時にあま

り電話を使わない，従業者数1人からせいぜい 2

-4人程度の雰細事業所であり，従って，電話不

通期間をあまり長かったとも，また不便とも感じ

ていない事業所となる。しかし，不通期間中の収

入減少度では相対的に大幅な減収をみた事業所

で，電話開通後の事業回復速度としては「すぐに

回復j，r 1週間以上 2か月後もまだ」の両者が
いる。このうちすぐに回復したのは電話依存度が

極めて高い営業形態(例えば，出前中心の飲食店

など)と考えられようが，業種的には同じ飲食業

でも，宴会形式の営業の事業所では，事故が11月

中旬で，忘年会，新年会の予約時期であって，こ

の事故による予約の減少や解約などの結果，客足

がj成り，長期間回復できていないという状況が

あったことも事実である。

5-2.事業所代表者の不安感

事業所代表者にとっての電話不通に対する事業

上の不安感の要因を， r不安はなかった，すこし
不安だったJと「かなり，非常に不安だった」と
を外的基準として，説明変数群に「不通期間の評

1.0 -0.5 
.L.ーーーーーーーー~

図5-2 不安感(事業所)

日5
晶

1.0 
a 

価j，r事業収入の滅少度j，r業種j，r現金引き出
しの必要性j，r平常時の電話利用j，r従業者数j，
「送信受信の不便さj，r事業回復速度」をとり，
分析した(図 5-2)。

「代表者の不安感が強かった事業所」とは，結

果的に不通期間は長かったと感じていたし，その

問の収入減少も相対的に大きかった事業所であ

り，電話開通後も長期間に影響の残った事業所な
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のである。属性的には，業種では運輸業，不動産

業，サービス業などで，平常時によく電話を使う

(依存している)事業所であり，従業者数として

人や 2-4人ほどの零細事業所となる。

逆に.i不安感が弱かった事業所」とは，不通
期間もあまり長かったとは感じていなかったよう

で，それには電話不通による事業収入の減少はな

かったり，あっても10%程度と少なかったことと

も関連していよう。事業所の属性的には，業種で

はその他(図 5-2参照).飲食業(出前よりも

来客中心型)で，平常時にもあまり電話を利用し

ていない営業形態であり，従業者数では 5人以上

の相対的に規模の大きい事業所ということにな

5-3.不通期間の評価

第3章で比較検討したように，一般的には，一

般家庭よりも事業所において電話不通の影響は大

きかったわけで，従って，前節の不安感と同様，

不通期間の長さに対する評価も，一般家庭よりも

事業所ではよりマイナス側に評価している。

以下では，この不通期間の長さに対する評価を，

「短かった，すこし長かった」と「かなり，非常

に長かったJとに区分し，これを外的基準とする
分析をおこなった。その説明変数群には. i事業

収入の減少度j.i業種j.i従業者数j.i平常時の
電話利用j.i送信受信の不便さ」をとりあげた(図
5 -3)。
これによると. i不通期間は長かったjとするる。

非常に、かなり長かった すこし長い、短かった
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図5-3 焦燥感(不通期間は長かったか:事業所)
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事業所とは，平常時の電話利用が多く，従って，

結果的に電話不通による事業収入の減少(減収)

も著しかったわけで，業種としては不動産業，建

設業，サービス業，卸売業，製造業となり，その

従業者数では 1人(個人事業所)および20人以上

の規模で「長かった」との評価となっている。

逆に，rあまり長くなかった」とする事業所とは，
平常時の電話利用が少なく ( 9回/日以下)，事

業収入への影響も少なかった事業所で，業種とし

てはその他，飲食業(来客中心型)，小売業(庖

頭販売型)で，従業者数では 2-9人規模の事業

所といえる。

5-4.事業収入の減少度

一般家庭調査における「現実の困窮度」に対応

する総合的影響度として，事業所調査では「電話

不通期間中の事業収入の減少Jおよび「電話開通
後の事業回復速度」を調査した。本節では事業収

入の減少を，次節では事業回復の早さをとりあげ，

それぞれの条件を検討する。

不通期間中の事業収入の減少について， r増え
た，変わらない， 10%程の減収Jとr20%ー30%，
40%一50%，60%以上減収」とに区分し，これを
外的基準として，説明変数群には「不通期間の評

価j，r仮設電話の利用j，r平常時の電話利用j，r事

業回復速度j，r業種j，r従業者数j，r送信受信の

不便さj，r緊急用事の有無」をとりあげて，分析
した。

これによると， r大幅に減収jした事業所とは，
当然，不通期間を長かったと感じているのである

が，平常時には電話をよく利用しているにも拘ら

ず，仮設電話の利用は少なかった事業所であるこ

とは注目されよう。電話開通後の事業回復も遅い

(影響が長期化している)のである。事業所の属

性的には，不動産業，却売業，飲食業，サービス

業，製造業，従業員数では 2-9人程度の相対的

に規模の小さい事業所なのである。

逆に，イあまり収入が減少しなかったj事業所

とは，平常時の電話利用が相対的に少ないにも拘

らず，仮設電話はよく利用しており，従って不通

期間をあまり長かったとは感じていない事業所

で，事業の回復も早かった。業種としては，建設

業，運輸業，小売業で，従業員数では個人事業所

および10人以上の相対的に規模の大きな事業所な

のである(図 5-4)。

5-5.電話開通後の事業回復速度

事故の事業所に対する間接的な影響である電話

開通後の事業回復速度を， r開通後すぐに回復し
た」と「数日後，一週間以上，現在 (2か月後)

もまだ」と区分し，これを外的基準として，説明

変数群には「従業者数j，r送信受信の不便さj，r業
種j，r不通期間の評価j，r平常時の電話利用」を
とりあげ，分析した(図5-5)。

間接的影響の少ない「売り上げや仕事がすぐに

元に戻った」事業所とは，電話が使えなくても不

便でなかったり，送信が不便(注文など受信を余

り必要としない)という事業所で，従って，不通

期間もあまり長かったとは感じていない。どちら

かというと，平常時にもあまり電話を使わない事

業所で，従業者数としては個人事業所か相対的に

10人以上の規模の大きな事業所で，業種としては

不動産業，サービス業，運輸業，飲食業などであ

る。

間接的影響の大きかった事業所とは，受信に不

便を強く感じた事業所で，相対的に平常時に電話

をよく利用していて，従業員数では2-9人程度

の規模の，業種としては製造業，建設業，小売業，

その他となる。

5-6.電話の復旧方法への希望

事業所は一般家庭よりも電話に対する依存度が

高いのであるから，電話の復旧についての考え方

に差異があるのではないかと想定していたのであ

るが，単純集計では一般家庭との聞にほとんど差

異は認められなかった。

一般家庭調査の分析と同様に， r番号が変わっ
てもよいからできるだけ早く復旧すべきだJと「遅
くても元の番号でJを外的基準とし，説明変数群
には「業種j，r従業者数j，r不通期間の評価j，r送

信受信の不便さj，r事業収入の減少jをとりあげ
て分析した。
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なお，単純集計では，事故後，最初に電話が復

旧した時「電話番号が変わった」とする事業所は，

3.3%であった。

「遅くとも元の番号で」とする事業所とは，受

信(着信:注文や予約など)が事業形態上重要な

場合と考えられるが，平常時に多く電話を利用す

るほどこうした傾向にある。しかし仮設電話の利

用では，これが送信のみで受信には使えないとい

う制約があるためか，とくに利用が多いというわ

けでもなく，定まった傾向がみられないのである O

電話不通の影響としては事業収入の減少が大きい

ほど，元の番号で，との傾向が強いが，不通期間

に対する評価としては「長くなかった」と評価し

ている。そして，不便さとしては送受信とも不便

だったとしている。業種としては，不動産業，製

造業，飲食業，サービス業，従業者数ではとくに

定まった傾向は見られないが，中規模程度 (5-

14人)の事業所にその傾向が強いといえよう(図

5 -6)。

「番号が変わってでも，出来るだけ早く電話が
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使えるように」と希望する事業所とは，相対的に

は受信よりも送信が重要であることと対応すると

考えられるが，送送信の不便さではやや送信への

不便さが強いものの受信のほうが不便としている

事業所も含んでいる。しかし，平常時においての

電話利用は少なく，属性的には，業種では建設業，

運輸業，卸売業，小売業などで，従業員数では個

人事業所および15人以上の規模の大きな事業所で

あり，事業収入はあまり減収していないのである。
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5-7.小括
以上の分析から事業所における電話不通の影響

について，次のようにまとめることができょう(表

5 -1)。

① 一般家庭に較べて事業所の電話利用は圧倒

的に多いのであり，それだけ電話不通に対し

ては困窮した。しかしながら，送信手段とし

ての機能でしかない仮設電話を多く利用した

のは，卸売業や不動産業で，事業所として最

も多い小売業や飲食業は，以外と少ない仮設

電話の利用状況であった。それは，とくにこ

れらのうちの注文販売型の業態の事業所で

は，送信よりも受信が重要であり，仮設電話

ではその用が果たし得ないからである。

② とくに不安だったり，不通期間が長いと

焦ったりしなかった事業所は，平常時の電話

利用も少なく， しかも庖頭販売型(来客型)

の業態の事業所で，結果的にも電話不通によ
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表5一1 事業所の受けた影響等の傾向

仮設電話の利用 不安だったか 長かったか 収入の減少 事業の回復 復旧の方法

少 多 なし 不安 短い

建設業 少 (不安)

製造業 (少) (不安)
業
卸売業 多 (不安)

小売業 (多) 短

飲食業 少 な し 短

サービス業 (少) 不安

運輸業
種

少 不安

不動産業 多 不安

その他 多 な し 短

従業者数 少 多 多 少 (少)

平常時の電話 少 多 少 多 少・極多

仮設電話

送信受信の不便 な し送信 な し受信 受信

現金の入用 な し入用

長かったか 短い 長い 短い 長い

収入の減少 多 少 少 多 少

事業の回復 遅い・早い やや早い 早い 遅い

( )は単純クロス分析から

る収入の減少もわずかにすぎなかったり，な

かには，復旧工事関連の来客増で収入が増え

たりしている。

③ 収入の減少が大きかった事業所は，電話へ

の依存度の高い業態の事業所で，卸売業，飲

食業，サービス業や，情報産業ともいえる不

動産業などであった。そして，平常時の電話

利用の多さに対する仮設電話の利用の少なさ

からみれば，これらは受信型の業態である。

④ 電話開通後の事業回復の早さは，減収の大

きかった，つまり送信よりも受信に困った事

業所に回復が遅い傾向がある(図 5-7)。

むしろ，従業員数の多い(規模の大きい)事

業所では回復が早く，小規模事業所ほど遅

かったというべきであろう。なかには2か月

以上給った時点でもまだ事業が回復していな

いとする事業所もあり，極めて少ないが一部

には固定客が他に移ってしまったというよう

長い 少 多 早い 遅い 遅も元くのと 早 く

長 少 (遅い) 早 く

長 多 遅い 元の

長 多 早 く

少 (遅い) 早 く

多 (早い) 元の

長 多 早い 元の

長 少 早い 早 く

長 多 早い 元の

少 遅い 早 〈

(多) 多 少 多 少 少 多

多 少 多 少 多 多 少・極多

多 少 少 多

送受信 な し受信 送信 受信 な し送受信

短い 長い 短い 長い 短い 長い

多 (少) (多) 多 少

早い 遅い

な事態、も発生したと考えられよう。

⑤ 受信型の事業所では，電話の回復は当然な

がら「遅くなっても元の番号でないと意味が

ない」ということになる。逆に送信も含めて

盟.%Jjど
減少

20-30% 
減少

40-50% 
減少

60-70% 
減少

80%以上
減少

010 20 30 40 50 60 70 80 90 100% 

図5-7 減収程度別にみた事業回復速度
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電話利用の多い(電話依存度の高い)事業所

では， r電話番号が変わってでも出来るだけ
早<Jということになろう。前者では不動産

業，製造業，飲食業，サービス業で，相対的

に従業員数が少ない事業所で，後者では建設

業，運輸業，卸売業，小売業で，個人事業所

および相対的に従業員数が多い事業所なので

ある。

6.考察

6 -1.平常時の電話利用状況

本調査以外の調査結果も同様であるが，一般家

庭における電話利用は 1-4回/日程度と以外に

少ないが，事業所での電話利用は本調査でみれば

10-19回/日が最多回答であり一般家庭よりも事

業所の電話依存度は極めて高い。

一般家庭での電話利用目的は，家族，知人友人，

親戚との連絡が大部分である。本調査対象である

中小規模の事業所でのそれは，仕入先，販売先，

個人客で，送信よりも受信のもつ意味が大きいと

いえる。

基本的にJま，電話利用目的の相違によるもので

あるが，電話連絡の相手の地域的広がりは，区部

内が共に圧倒的に多いものの，東京のような大都

市では家族の職場は区部内に集中しょうが，親族

や知人友人が地域的に集中偏在することはありえ

ないために，一般家庭のほうが事業所よりも広域

的な電話ネットワークを形成しているのである。

社会工学研究所 (1985)によれば，世田谷区の

通話流動(トラヒック)は，発着信，昼夜とも，

自区内の流動が約半数を占めており，他との結ぴ

つきでは隣接区との結びつきがとくに強いとして

いる。

6-2.ケーブル火災事故および復旧の特徴

今回の事故では電話の仮復旧が早かった。その

理由は，第ーにケープルの焼損のみで洞道および

電話局内の被害がほとんどなかったこと，第二に

事故発生が金曜日の正午で，最も社会経済的に影

響の大きい金融関係，会社関係が活動を停止する

土曜日，日曜日を挟んだために復旧活動に若干の

時間的余裕がとれたという幸運があったこと，第

三に世田谷電話局管内以外では全システムが活き

ており，この事故の復旧に人的にも，資機材的に

も全力を投入できたことである。

とはいえ，高度情報化社会に向けて多様な技術

革新が進行しつつあるが，ケープル火災という物

的災害が，あらゆる社会機構に直接間接に混乱を

もたらすことを実証してみせたのも事実である。

そのことは，電気通信業の自由化，民営化にむけ

て，二重ループ化などの物的予防対策の重要さと，

災害時の応急対策の一元化の必要性を示唆するも

のであった。

6-3.事故への対応
事故への対応としては，電電公社による通信手

段確保のための対応と，利用者である各種組織，

事業所，家庭での各々の対応とに区分して考えな

ければならない。しかも後者については，区役所，

警察署，消防署，金融機関などの公的組織とその

他の私的利用者に区分されよう。それは，電気通

信法による重要加入者と一般加入者でもある。

電電公社の応急対応は，事故の復旧とその聞の

非常通信手段の確保であった。事故の復旧につい

ては，事故の幸運さとともに，上記のように資材，

人員の集中投入により当初の予想をはるかに上回

る早さで回復しえたといえよう。重要加入電話へ

の臨時電話の設置に加えて，一般加入電話用とし

ての非常通信手段の確保は，ケーブル炎上中から

の特設災害用公衆電話(仮設電話)の設置と，三

日後(19日(月))からの伝言とりつぎサーピスであっ

た。前者が送信用，後者が受信用の非常手段とい

うことになる。送信用としての仮設電話は，混で

いる，遠い，話しにくいなどの苦情もあるが，最

も多く利用された手段であり，極めて有効であっ

たといえよう。より重要であるが対応が困難であ

るのが受信用非常手段である。伝言とりつぎサー

ビスの努力は十分に認めるのにやぶかさではない

が，大都市においてはその配送は容易ではなし

翌日配送分がでるなど，今回の程度がその限界と

いえよう。今後の対策として，この受信手段の確
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保は大きな課題として残されたといえよう。

利用者による事故への対応は，公的組織，大規

模民間組織では，各々の人力，資金力，保有資機

材の活用によって，さまざまの工夫がなされたが，

相対的に弱者である個人企業，高年齢者世帯など

は，個人としては何の対応手段も採り得ないこと

もあって，事故の影響も相対的に大きかったので

ある。

6-4.事故の影響度
事故の影響は，電話をよく利用する(依存して

いる)人，事業所，機関ほど大きい。従って，一

般家庭よりは事業所が，そのなかでも受信により

機能を発揮する事業所(出前ヤ注文販売，サービ

スなどの受注型事業所)や機関(通報に即時で対

応することが求められる警察署や消防署など)に

おいて電話の途絶の影響は大きかった。

今回の事故は，結局最大9日間の電話不通で回

復したのであるが，その期間内の不安感，焦燥感，

困窮度は一般家庭ではもちろん，事業所ではさら

に高かった。しかも現実の困窮度よりも焦燥感が

高かったのである。

電気通信総合研究所(1984)によると，電話不

通への事業所の対応を「復旧に一か月と言われた

18日までJ，r復旧は11月中(2週間)と言われた
19-21までJ，r25日までには復旧と言われた22日
以降jに三期に区分して，各々での対応を聞いて

いるが 1か月と言われた時点では「特になし」

が20%強であったのに，二週間以内と公表された

時点以降では33-35%に増えた。本調査での事業

所の採用対策でも「結局何もせず」が37%であっ

たことを考えれば，一般家庭より影響の大きかっ

た事業所でも，なんらかの個別対応を展開し得た

のは約2/3の， しかも規模の大きい，事業所でし

かなかったわけで，不通期間内の不安感，焦燥感

の高さも併せ考えれば，これ以上電話の回復が遅

れていたならば社会的混乱は急増したであろうこ

とが予想される。

6-5.災害時における情報通信問題への予察

今回の事故による電話不通は，ケープ勺レの焼失

による回線破断が原因であり，他のシステムはす

べて機能していた状況でのものであった。不通区

域外では基本的に全く正常に社会が活動していた

わけであるし，不通区域内でも電話と，復旧のた

めの一部道路での交通渋滞による混乱以外は不都

合はなかったのである。従って，被害者(電話不

通者)にとっては，不公平感の強い事故で、あった

といえよう。今回の事故が果からずも表出して見

せた情報通信問題は，そのまま地震災害時など広

域的かつ複合的な都市の災害時の問題に直結しう

る知見を与えるものではない。しかしながら，次

の3点の検討課題を提示したといえよう。

第一は，金融機関等のオンライン問題に明らか

なように，東京など大都市における情報(中枢管

理機能)の集中が一次元的に展開することの危険

性である。今後の情報の高度化に向けては，即時

対応可能な代替手段を前提とした，高度情報ネッ

トワークの形成が図られねばならない。二重化

ループもその技術のひとつであろう。そこでは，

単純なる費用便益的判断では測りきれない多様な

要因が考慮せれねばなるまい。

第二に，建物被害，水道や電気の停止，人的被

害の発生，道路等諸施設の被害などが同時に発生

する可能性の高い地震などの広域的，複合的災害

時には，今回の事故復旧のような全面集中的復旧

方法は，かなり限定されることになろう。従って，

その時は今回のような速やかな復旧は事実上極め

て困難と考えざるをえない。しかし，その状況に

あっては，被害者は今回のような「電話不通に対

する不公平感，焦燥感」は感じないので、はないか。

むしろ，電話以外の被害への対応が優先されよう。

しかし，復旧が長引くにつれて「情報Jに対する
欲求は高まり，急激に電話への需要が発生する可

能性がある。そうした社会状況の変化に対応した，

かっ広域的な「情報手段復旧対応計画」が事前に

十分に検討されていることが重要であろう。その

場合，他の被害が少なければ少ないほど，電話へ

の一般需要が増大すると考えられるため，被害程

度を十分に考慮した，多様な計画でなければなる

まし、。

第三に，電話の依存度は，個人の生活状況，事
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業所の業態によって異なることである。必ずしも

電話利用回数の多さだけではなく，各家庭，事業

所によって電話のもつ意味合いは多様である。別

稿若林他 (1985) にみるように，独居老人にとっ

ての電話の意義，注文販売型事業所にとっての電

話の機能など電話の復旧とその聞の代替手段での

対応には，検討すべき課題は多い。

ちなみに，本調査によれば，今回の平常時の事

故においては， 25-30%の人が「番号が変わって

でも出来るだけ早く J，20%の人が f(約 1か月)

以上から番号が変わってもJ，そして40-45%の

人が「遅れても元の番号で」との電話回復の仕方

を選好しているのである。
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THE SOCIAL RESPONSE TO THE BURN OUT OF THE 

UNDERGROUNDCABLEATTHESETAGAYATELEPHONE 

EXCHANGE IN 1984 

Itsuki NAKABA YASHI， Michio MIY ANO 

and Toshio MOCHIZUKI 

Comprehensive Urban Stuudies， No.25， 1985， pp.3-44 

On november 16， 1984， the underground communication cable at the Setagaya telephone exchange in 

Tokyo burnt out. Because of this incident， about 89，000 telephones of househoulds， banks， the police 

office， the fire office， the city office and so on had their service interrupted in the area of the Setagaya 

telephone exchage and on-line systems of several banks could not be used in metropolitan region. For 

approximately 9 days， telephones remained inoperable forcing banks to cease transactions and giving 

strong anxiety to househoulds. 

This paper deals with the social response to this incident ; how did the people Iive without tele-

phones and how did the people conduct business without telephones and on-line service. The basic re-

sults of this study are as fol¥ows ; 

1) Generally speaking， the more frequently the telephone han been used， the more inconvenienced the 

individuals were. The businessmen have used the telephone more frequentIy than individuals such as 

housewives. 

2) ln general， business establishments were more embarrassed by the disruption than were residents. 

3)Only 25% of the residents experienced some great inconvenience rather or loss. On the other hand， 

75% of the business establishments experienced great inconvenience or commercial loss. On the average 

each establisihment experienced a 20-30 % drop in income during this period. 

4) Some establishments stil¥ experienced commercial losses long after the telephone system was re-

established. An example of such a business were restaurants which were unable to take advance orders. 

Key Words (キー・ワード) : Underground communication cable fire (洞道内通信ケーブル火災)， 

Interruption of telephone 5ervice (電話の不通)， Anxiety (不安感)， 

Commercial 1055 (経済的損失)， Inconvenience (不便)， Social 

re5pon5e (社会的対応)




